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0910010 厚生労働省
東日本大震災の被災地におけ
る、自営業者のためのセーフ
ティネット構築

職業訓練の実施等
による特定求職者
の就職の支援に関
する法律

自営業者は雇用保険の適用対象と
なっていないため失業等給付を受
給することはできないが、自営廃
業者など失業等給付を受給できな
い方々を対象に、職業訓練と訓練
期間中の生活を支援するための給
付金の支給等を行う緊急人材育成
支援事業を平成21年7月から実施
しており、これを恒久化するため
の法律（職業訓練の実施等による
特定求職者の就職の支援に関する
法律）が平成23年5月20日に公布
され、同年10月1日より施行され
たところ。

Ｄ

緊急人材育成
支援事業（平
成23年10月1日
からは求職者
支援制度とし
て恒久化）

【求職者支援制度】
労働保険特別会計雇用勘
定
（項）就職支援事業費
（目）求職者訓練受講支
援給付金、諸謝金、職員
旅費、委員等旅費、庁
費、求職者訓練受講支援
補助金、認定特定求職者
職業訓練奨励給付金

166,528,281 添付資料あり
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東日本大震災の被災地におけ
る、自営業者のためのセーフ
ティネット構築

被災地において、事業所が流出、全壊した
会社の従業員については失業保険等の給付
を受けることができる。
　一方、自営業者は低金利の融資制度等は
あるものの、津波の被害で再開の目処すら
たたない者も多い。
　災害時の臨時的な制度としてではなく、
自営業者が天災を含めたリスクに対応でき
るセーフティネットを整備し、震災対応と
今後の自営業者の暮らしの安定を目指す。

被災地における自営業者に対する失業給付の拠出
〇震災復興関連予算より、自営業者で失業中（失業の理由が震災によるものに限る）の人
に対して、失業保険と同程度の給付を行うことできるセーフティネットの構築を図る。

－ 東京都
株式会社パソ
ナグループ

厚生労働省
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